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第7章　共助の取り組み
1、地域での協力・たすけあい
大地震発生時には、地域の方々が一体となって対応することが重要です。
家族だけでなく、隣近所の方々と災害時に協力できるよう話し合っておきましょう。
防災区民組織は、「自分たちのまちは自分たちで守る」ことを目的に、町会・自治会などを主体となって結成されている自主的組織です。どなたでも参加できますので、積極的な参加とご協力をお願いします。詳しい活動内容は、町会・自治会の役員におたずねください。

防災区民組織の役割は、平常時と災害発生時で活動内容が異なります。
広報・情報活動について、平常時は防災訓練などを実施し、防災意識の普及に努め、災害発生時は、災害情報を住民に正確に伝えたり、被害状況を防災関係行政機関などに伝えたりする役割を担います。
消火活動について、平常時は消火訓練を行うなどし、災害発生時は出火防止を図ります。
保健・衛生活動について、平常時は応急手当方法の習得や、救出・救護訓練を行い、災害発生時は負傷者の応急手当や医療救護所への搬送を行います。
避難誘導活動について、平常時は避難誘導訓練を行い、災害発生時は避難経路の安全確認をし、避難誘導を行います。
避難所活動について、平常時は給水や炊き出し訓練、トイレの設置訓練を行い、災害発生時は地域避難所での給水・給食など避難所運営に協力します
要配慮者安否確認活動について、平常時は要配慮者安否確認避難誘導訓練を行い、災害発生時は高齢者や障害のあるかたなどの、安否確認及び避難所への誘導を行います。
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地域での防災訓練にご参加ください
各地域では様々な団体が防災訓練を実施しています。
訓練に参加することで、地域の方々と顔の見える関係を築けるとともに、いざという時の安全安心にもつながります。
防災訓練参加時のチェックポイント
1、起震車体験による、慌てずに身を守る方法
2、消火器の設置場所や使い方、バケツなどを使った消火方法
3、救出・救護の方法
4、避難経路や避難場所
5、防災倉庫内の資機材の取扱い
6、要配慮者の避難・誘導方法
7、要配慮者と交流の機会を多く持つ
8、情報収集、避難指示の伝達体制の確認
実施予定はウェブサイトをご覧いただくか、防災課、03-5723-8176にお問い合わせください。
https://www.city.meguro.tokyo.jp/bousai/bousaianzen/bousai/chiikikunnrenn_sche.html
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事業所の震災対策、事業所の震災対策では、従業員や来客者の命を守ることを最優先とした対策が重要です。水・食糧などの備蓄や発災時の対応、事業の継続・早期復旧などの対策が求められます。事業所の安全対策については次の通りです。
建物の耐震診断を実施し、危険箇所を点検・補強。ガラスの飛散防止、壁・看板などの落下防止、塀の安全化。廊下や非常階段の避難通路を確保。事業所内の転倒防止対策。危険物管理、生産設備や資器材の防護対策。エレベーターの耐震対策と救出方法の確認。高度情報機器の安全対策。企業内ライフライン設備の耐震性の確保。管理会社や事業所間で役割を明確にしておく。
防災計画を作成するために、事業所が事前に準備しておくこと
防災計画・行動マニュアル、対策本部の設置基準、被災状況の把握方法、従業員への連絡体制、出火防止、初期消火体制、危険物の流出防止などの緊急措置、従業員・来客者などの安全確保、十分な備蓄品、重要書類や物品の保管・持ち出し方法、地域避難所、広域避難場所の把握、従業員と家族との安否確認方法や家庭内の安全対策への啓発、地域住民との協力体制
事業所も地域の重要な構成員のため、起震車などの地震体験や消防署での救命講習などを積極的に活用した訓練を実施し、訓練を通じて地域と交流しましょう。
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2、防災ボランティア
防災ボランティアとは、地震や水害などの災害発生時から復興に至るまで、被災地のために復旧・復興のお手伝いを行う、ボランティア活動をするかたのことです。
被災者の活力を取り戻すための交流機会づくりなど、被災者ニーズへの対応を中心とした活動を行います。
目黒区のボランティア
区では、災害時に日本語がわからない、外国人区民などを支援するために、語学能力を活用してボランティア活動を行う「防災語学ボランティア制度」を設けています。日本語のできる外国人の方も募集しています。資格は不要です。
詳細は、文化・交流課交流推進係、03-5722-9291へお問合せください。
災害時、区と社会福祉協議会が協定に基づき「目黒区災害ボランティアセンター」を設置します。
被災した地域の支援ニーズ把握や、各地から集まるボランティアの受付を行い、ボランティアの善意と地域住民からの支援ニーズを調整し、地域住民の復旧・復興支援に取組んでいきます。詳細は、目黒区社会福祉協議会、03-3719-8909へお問合せください。
東京都のボランティア
応急危険度判定員が、大地震による発災後、余震による建築物の倒壊などの二次災害を防止するため、できるだけ早く被災した建築物を外観調査し、倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒などの危険性を判定します。
詳細は、建築課構造指導係、03-5722-9647または東京都、都市整備局、市街地建築部、建築企画課、耐震化推進担当、03-5388-3362までお問合せください。
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東京消防庁のボランティア
災害時支援ボランティアとは、区内で震度6弱以上の地震や大規模自然災害・事故などの発生時に、任意で消防署の支援活動を行う登録制のボランティアです。
主な活動内容は、応急救護活動や消防署の支援活動です。平常時は、地域の防災訓練などで指導をします。
そのほか、目黒区消防団員、目黒消防少年団員も募集しています。
詳細は目黒消防署、03-3710-0119までお問合せください。

